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株主メモ
事 業 年 度 毎年 4月 1日から翌年 3月31日まで
基 準 日 毎年 3月31日

そのほか必要ある場合には、あらかじめ
公告いたします。

定時株主総会 毎年 6月下旬
期 末 配 当 金
支払株主確定日 毎年 3月31日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社
電話お問合せ（郵便物送付先） 〒137－8081東京都江東区東砂 7丁目10番11号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話 0120-232-711（通話料無料）

公 告 方 法 電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由に
より、電子公告をすることができない場
合は、日本経済新聞に掲載いたします。
〈公告掲載アドレス〉
http://www.kadoya.com

上場取引所 東京証券取引所　市場第1部
証券コード 2612
株主ご優待 100株以上の株主に対して、年１回自社

製品を贈呈（5月下旬頃）

第58期株主通信
（平成26年4月1日～平成27年3月31日）



　平素は格別のご支援を賜り厚く御礼申し上

げます。

　さて、当社はこのたび、第58期（平成26年

４月１日から平成27年３月31日まで）の決算

を終了いたしましたので、ここに当期の株主

通信をお届け申し上げます。

　よろしくご高覧賜りますようお願い申し上

げます。

　　平成27年６月

代表取締役社長 小澤　二郎
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株主の皆様へ
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今昔館リニューアル

TVCMオンエアー

食品ごま新商品発売

株主優待
日頃の感謝を込めて、毎年3月31日現在100株以上お持
ちの株主様へ、「ごま製品詰め合せセット」を贈呈しており
ます。（年1回、5月下旬頃）
本年も小豆島ならではの特
産品も含めた特製セットをお
届けしました。
ご家族やご友人の皆様でお
試しいただけましたら幸いで
す。

皆様によりよく当社を知っていただくために、小豆島工場の資料展示室「今昔館」をリ
ニューアルしました。
「今昔館」では、江戸時代に使用していた搾油機の展示、ごま油が出来るまでの製造工程
の紹介に加え、ごま油のテイスティング体験やごま製品を用いたレシピ紹介も行っています。
小豆島へお越しの際はぜひお立ち寄りください。
○見学時間　AM9：00～PM12：00　PM1：00～PM5：00
○休館日　　毎週土日・祝日、8/13～8/16
○入場料　　無料（完全予約制）

お客さまからの声にお応えして、香（かおり）ごまシリーズを発売しました。
強めの焙煎でより香ばしさを増したいりごまと、しっかりとすりつぶしてソフトな歯触り
に仕上げたすりごまです。この機会にぜひお試しください。

左から
香（かおり）いりごま白60g、香（かおり）いりごま黒60g
香（かおり）すりごま白55g、香（かおり）すりごま黒55g

昨年に続き今年もBSテレビ局で当社製品「ごまセサミン」のCMを放送しました。
現在、「ごまの島から篇」（左）と「高畑淳子篇」（右）を放送中です。
当社ホームページにも公開されていますので、ぜひご覧ください。

（100株以上の贈答品例） （1,000株以上の贈答品例）
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事業の概況

売上高 （百万円） 経常利益 （百万円） 当期純利益 （百万円）

純資産 （百万円）

脱脂ごま他
3.4％

ごま油
77.7％

食品ごま
18.9％

売上高構成比（平成27年３月期）
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１．事業の経過及びその成果
当事業年度におけるわが国経済は、消費税
増税による消費マインドの低下により、低調
な滑り出しとなりました。しかし、日銀の追
加金融緩和や消費税再増税時期の延期等の各
種政策により国内株価は上昇し、景気は緩や
かではありますが回復基調となりつつありま
す。
食品業界におきましては、食品消費期限切
れや異物混入等の問題が相次ぎ、食の安全、
安心を確保するための管理体制の徹底が求め
られています。また、新興国需要や急激な為
替円安による原料価格の高騰への対応も今後
の課題となっており、食品業界を取り巻く環
境はより一層厳しい状況が続くと予想されま
す。
このような状況下、当社は昨年から原料価
格の高騰に対し、販売価格の改定に取り組み、
適正価格での販売を進めて参りました。家庭
用ごま油の販売数量は回復の兆しは見られる
ものの、価格改定による数量の落ち込みや消
費税の増税等の影響をカバーしきれず、ごま
油全体の販売数量は前年同期比1.7％減、食

品ごまは前年同期比4.5％減とそれぞれ販売
数量は減少しました。しかしながら、売上高
は販売価格の改定により前年同期比9.8％増
となりました。
コスト面では、支払保管料や既存設備の償

却が進んだこと等一部減少要因はあったもの
の、昨年から続く原料価格の高騰や円安の影
響等により、売上原価は前年同期比21.1％増
となりました。
一方、販売費及び一般管理費は、コスト削

減等により前年同期比0.7％減となりました。
この結果、売上高は24,042百万円（前年同
期比2,152百万円増）、経常利益は1,621百万円
（前年同期比350百万円減）、当期純利益は955
百万円（前年同期比195百万円減）となりま
した。

２．会社が対処すべき課題
食品業界の経営環境につきましては、依然

厳しく、原料価格の不安定さ、少子高齢化に
よる国内需要の減退等により、競合メーカー
との競争激化が予想されます。このような環
境下で当社は、今後もごまのトップメーカー
として邁進していくために、以下の課題につ
いて取り組んでまいります。
①コスト削減と、コストに見合った価格の
実現

②国内市場では量から質への転換
③北米や欧州等の海外市場の拡販に注力
④今後のごま需要の動向を見据えた上での
生産体制の推進

⑤品質管理の徹底による安心・安全の更な
る追求、研究開発の推進

⑥顧客ニーズにあった新製品の開発
⑦コンプライアンス体制の強化と内部統制
システムの構築によるＣＳＲ（企業の社
会的責任）の向上

⑧株主に利益が還元できる体制を確立する
ため、優れた人材を確保

当社は、これらの施策により、経営環境の
変化に即応できる経営基盤・体質の強化を一
層進めてまいります。



6 7

貸借対照表（平成27年 3 月31日現在）
（単位：百万円）

損益計算書（自　平成26年 4 月１日　至　平成27年 3 月31日）
（単位：百万円）

株主資本等変動計算書（自　平成26年 4 月１日　至　平成27年 3 月31日）
（単位：百万円）

（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
流 動 資 産

固 定 資 産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

20,291

6,485

4,403

20

2,062

流 動 負 債 5,072
固 定 負 債 857
負 債 合 計 5,930

（純資産の部）
株 主 資 本 20,020
資 本 金 2,160
資 本 剰 余 金 3,082
利 益 剰 余 金 14,778
自 己 株 式 △0

評価・換算差額等 825
その他有価証券評価差額金 555
繰延ヘッジ損益 269
純 資 産 合 計 20,846

資 産 合 計 26,777 負債純資産合計 26,777
（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。

科　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
売 上 高 24,042
売 上 原 価 17,456

売 上 総 利 益 6,586
販売費及び一般管理費 5,775

営 業 利 益 811
営 業 外 収 益 849
営 業 外 費 用 39

経 常 利 益 1,621
特 別 損 失 19
税 引 前 当 期 純 利 益 1,601
法人税、住民税及び事業税 643
法 人 税 等 調 整 額 2
当 期 純 利 益 955

（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
自己
株式

株主
資本
合計

資　本
準備金

資本剰余金
合　　　計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別　途

積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,160 3,082 3,082 250 9,540 4,502 14,292 △0 19,535

当 期 変 動 額 　 　 　 　

別 途積立金の積立 300 △300 ̶ ̶

剰 余 金 の 配 当 △469 △469 △469

当 期 純 利 益 955 955 955

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ̶ ̶ ̶ ̶ 300 185 485 ̶ 485

当 期 末 残 高 2,160 3,082 3,082 250 9,840 4,687 14,778 △0 20,020

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評価・換算

差額等合計

当 期 首 残 高 273 37 310 19,845

当 期 変 動 額 　

別途積立金の積立 ̶

剰 余 金 の 配 当 △469

当 期 純 利 益 955

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 282 232 515 515

当 期 変 動 額 合 計 282 232 515 1,001

当 期 末 残 高 555 269 825 20,846
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株式の状況（平成27年 3 月31日現在）

⑴発行可能株式総数 16,000,000株
⑵発行済株式の総数 9,400,000株
⑶株主数 6,962名

外国法人等
0.45％

金融機関
0.24％

法人
1.14％

個人・その他
98.16％

自己名義株式
　　　0.01％

大株主（上位10名）

会社概要（平成27年 4 月 1 日現在）

商号 かどや製油株式会社
 （KADOYA SESAME MILLS INCORPORATED）
資本金 21億6,000万円
創業 安政 5年（西暦1858年）
設立 昭和32年 5 月 2 日
営業品目 印・純正ごま油、純白ごま油、ラー油
 印・食品用ごま製品
 印・脱脂ごま
従業員数 276名
取引銀行 み ず  ほ  銀  行　五反田支店
 三 井 住 友 銀 行　五反田支店
 三菱UFJ信託銀行　本　　　店
 三菱東京UFJ銀行　五反田支店
事業所 本社／〒141－0031

　　　　東京都品川区西五反田8丁目 2番 8号
電話03（3492）5545（代表）
FAX03（3492）5985

工場／〒761－4101
　　　　香川県小豆郡土庄町甲6188

電話0879（62）1133（代表）
FAX0879（62）1135

支店／仙台支店、東京支店、名古屋支店、大阪支店
　　　広島支店、福岡支店
営業所／札幌営業所
事業所／神戸事業所

役員（平成27年 6 月25日現在）

代表取締役社長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

小 澤 二 郎
佐 野 雅 明
吉 岡 　 努
戸 倉 章 博
馬 場 宗 夫
井 尻 尚 宏
川　上　三知男
石 塚 昭 夫

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

西 村 泰 彦
兼 田 　 隆
松 岡 昌 哉
松 原 良 司

所有者別状況分布表

株　 主　 名 持　　株　 数 持 株 比 率

株 ％

三 菱 商 事 株 式 会 社 2,477,000 26.35
三 井 物 産 株 式 会 社 2,019,500 21.48
小 澤 物 産 株 式 会 社 1,491,500 15.86
伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 300,000 3.19
国 分 株 式 会 社 300,000 3.19
日清食品ホールディングス株式会社 300,000 3.19
株 式会社Ｊ－オイルミルズ 100,000 1.06
日 本 山 村 硝 子 株 式 会 社 100,000 1.06
か ど や 製 油 従 業 員 持 株 会 68,000 0.72
小 澤 二 郎 50,900 0.54

札幌営業所

仙台支店

広島支店

福岡支店

小豆島工場
大阪支店

名古屋支店

本　　社
東京支店

神戸事業所

（注）持株比率は自己株式（179株）を控除して計算しております。


